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本研究では，著者らが提案した圧縮性流体と固体の熱連成計算手法を鉛直配置された水平２円柱周りの自然
対流に適用した．この計算手法では，圧縮性流体と固体から構成される場を１つの混合流体としてモデル化し，
流体領域の流れと固体内部の熱伝導を統一的に扱う．また，圧力の計算段階を陰的に行うことで，低マッハ数の
圧縮性流れを高速に計算できる．なお，基礎式のモデル化を行う際には，流体と固体で密度と比熱に大きな差
がないと仮定している．以上のような計算手法を鉛直に配置された温度一定の高温２円柱周りの自然対流に適
用し，実験結果との比較から，得られた温度分布の妥当性を確認した．また，熱伝導性を有する円柱が内部発
熱する条件で数値実験を行い，円柱の熱伝導率の影響を反映した妥当な温度分布が得られることを確認した．
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1. 緒言

流体と複雑形状固体の熱連成問題に対し，相境界を
簡便に扱いつつ妥当な解が得られる数値解析手法の構
築は工学分野における重要な研究課題の１つである．こ
のような背景に基づき，これまでに非圧縮性流体と固
体の熱連成計算手法が様々に提案され 1–3)，実用問題
への適用を通じてその有用性が示されている．一方で，
流体の非圧縮性を仮定したこれらの手法は，例えば密
閉容器からの高温・高圧ガスの流出など，流体の圧縮
性が顕著となる問題へは適用できない．また，流体の
非圧縮性を仮定した場合，大きな温度差による高浮力
流れや，密閉性の高い領域を加熱した際の圧力上昇を
正確に評価することは難しい．加えて，非圧縮性流体
の計算手法では，一般的に密度は温度の関数として与
えられるため，計算中に質量の保存性が保証されない
という問題点もある．
以上のように，流体密度の温度・圧力依存性が無視

できず，流体の非圧縮性を仮定した場合には計算が不
可能な問題，あるいは計算は可能だが妥当な結果が得
られない問題は工学分野において多く存在する．した
がって，圧縮性流体と任意形状固体の熱連成計算手法
を構築することもまた重要な研究課題であるといえる．
上記のような背景のもと，著者ら 4)は既報において

相境界を比較的簡便に扱える圧縮性流体と固体の熱連

成計算手法を提案した．ただし，流体は理想気体，固
体は変形せず静止しており，密度と比熱については流
体・固体間で差が小さいと仮定している．この計算手法
では，圧縮性流体と固体から構成される場を１つの混
合流体としてモデル化し，計算格子内で平均化された
基礎方程式に対して圧縮性流体解法を適用する．なお，
圧縮性流体解法については，質量保存則を高精度に満
足しつつ，低マッハ数の圧縮性流れを大きな時間刻み
幅で高速に計算できる解法を提案している．既報 4)で
は，以上のような計算手法を用いて熱伝導性を有する
固体を含むキャビティ内の自然対流計算を行い，時間
刻み幅が計算結果や計算時間に与える影響を検討して
その有効性を示した．一方，固体周りの自然対流問題
について，計算で得られる温度分布の妥当性の検討は
十分に行われていない．
本研究では，著者ら 4)が提案した圧縮性流体と固体
の熱連成計算手法を鉛直配置された水平２円柱周りの
自然対流に適用し，固体周りの自然対流が相互に干渉
する問題への適用性を検討した．まず円柱の温度を一
定として計算を行い，得られた円柱周りの等温線につ
いて栗山ら 5)の実験結果と比較した．次に，既報 4)で
提案した内部エネルギー式の右辺に発熱項を新たに加
え，熱伝導性を有する円柱が内部発熱する条件で数値
実験を行い，円柱の熱伝導率が温度分布に与える影響
について考察した．
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2. 数値解析手法

(1) 圧縮性流体と固体の熱連成計算手法の概要
本研究では，著者ら 4)が提案した圧縮性流体と固体

の熱連成計算手法を用いて計算を行う．この計算手法
では，混合体モデル 6)の考えに基づいて圧縮性流体と
固体から構成される場を１つの混合流体としてモデル
化を行う．混合流体の基礎方程式は，計算格子内に含
まれる各相の体積割合に基づいて平均化された保存形
式の質量保存則，運動方程式，エネルギー式，および
モデル化された構成式，状態方程式から成る．ただし，
基礎式の導出の際には，流体は理想気体，固体は変形
せず静止しており，流体と固体で密度と比熱に大きな
差がないと仮定する．また，簡単のため輻射の影響は
無視できるものとする．なお，本研究では固体が発熱
する条件で計算を行うため，既報 4)の内部エネルギー
式右辺に発熱項を新たに加えた．
このように，提案した手法では流体領域の流れと固

体内部の熱伝導が統一的に計算されるため，流体と固
体間に境界条件を設定する必要がなく，図–1に示され
るような直交構造格子を用いて任意形状固体と流体の
熱連成計算を行える．なお，固体が流れ場に与える影
響は，固体の速度を用いた流速の局所平均化操作によっ
て考慮される．また，計算領域内に温度一定の固体が
ある場合には，温度について同様の平均化操作を行う．
提案した計算手法において，混合流体の基礎方程式

は，低マッハ数流れに適用可能な圧縮性流体解法に基
づいて解かれる．圧縮性流体の計算では密度の圧力依
存性が考慮されるため，計算の時間刻み幅は音速と流
速に基づく CFL(Courant-Friedrichs-Lewy)条件 7) に
よって制限される．したがって，自然対流のような流
速が音速に比べて非常に小さな問題に対し，陽的な時
間積分を行う圧縮性流体解法を特別な前処理 8,9) なし
にそのまま適用すると，計算の時間刻み幅が音速によっ
て制限されるため，定常解を得るまでに膨大な反復ス
テップ数と計算時間が必要となる．

図–1 直交構造格子で分割された固体を含む計算領域

このような計算効率の問題に対し，例えば，低マッ
ハ数近似された基礎方程式を解く手法が提案されてい
る 10,11)．また，CIP-CUP (Cubic Interpolated Prop-
agation - Combined and Unified Procedure) 法 12) や
TCUP (Temperature-based CIP-CUP)法 13) では，基
礎方程式の圧力項を分離して陰的に扱うことで，音速に
基づく CFL条件を緩和し，大きな時間刻み幅で低マッ
ハ数の圧縮性流れを計算できる．特に TCUP法は熱流
動問題への適用を目的として開発された手法であり，著
者ら 4)はこのTCUP法に対し，特に質量の保存性につ
いて改良を加えた計算手法を提案している．TCUP法
において，基礎方程式は非保存形式で表されるのに対
し，提案した手法では保存形式の基礎方程式を用いて
密度を更新することで，質量保存則が高精度に満足さ
れる．また，TCUP法と同様に，基礎方程式の圧力項
を分離して陰的に扱い，適切な手順で変数を更新する
ことで，音速に基づく CFL条件に制限されることなく
大きな時間刻み幅で低マッハ数流れを高速に計算する
ことが可能である 4)．

(2) 基礎方程式
本研究では，圧縮性流体と固体から構成される場の
基礎方程式として以下の保存形式で表された混合流体
の質量保存則，運動方程式，エネルギー式を用いる 4).

∂ρ

∂t
+

∂(ρui)
∂xi

= 0 (1)

∂(ρui)
∂t

+
∂(ρuiuj)

∂xj
=

∂σij

∂xj
+ ρfi (2)

∂(ρe)
∂t

+
∂(ρeuj)

∂xj
= σij

∂ui

∂xj
− ∂qj

∂xj
+ Q (3)

ここで，tは時間，xi は直交座標系の座標成分，fi は
外力加速度の xi方向成分である．なお，式 (2)，(3)に
おいて，相間の境界面における表面張力と界面エネル
ギーの混合流体への寄与 6) は十分小さいと仮定し，こ
れらを無視している．また，本研究では固体が発熱す
る条件で計算を行うために，エネルギー式の右辺に発
熱項 Qを新たに加えた．
本研究において，混合流体の密度 ρ，応力 σij，熱流
束 qj，発熱量 Qは各計算格子内で体積平均された値，
混合流体の流速成分 ui，内部エネルギー eは質量平均
された値である．例えば，ρと ui はそれぞれ以下のよ
うに与えられる．

ρ =
∑

k

φkρk (4)

ui =
∑

k φkρkuk,i∑
k φkρk

(5)
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ここで，下添字 kは相 kを表し，流体の場合は下添字
f，固体の場合は下添字 sで表す．また，φkは相 kが計
算格子内に占める体積割合であり，φk は 0 ≤ φk ≤ 1，∑

k φk = 1を満たす．なお，本研究では，固体に対して
計算格子を十分細かく設定することで，wk,i ≡ uk,i−ui

と定義される相 kの拡散速度wk,i
6)について，wk,i ≈ 0

が成り立つと仮定する．
本研究では，流体は理想気体と仮定し，質量平均で

表される混合流体の内部エネルギー eと体積平均で表
される混合流体の定積比熱 CV を用いた以下の関係式
を満足する T を混合流体の温度と仮定する 4)．

e = CV T (6)

熱伝導性を有する固体を計算対象とする場合には，温
度について特別な平均化操作は行わず，式 (6)を利用し
て eから T を計算する．なお，eから T を計算する際
には流体と固体の密度，比熱の差の影響が含まれるた
め，流体と固体でこれらが大きく異なる問題では，計
算される温度場の妥当性について今後検討が必要があ
る．一方，温度一定の固体を計算対象とする場合には，
温度一定の固体について流体と物性値が等しい，すな
わち ρf = ρs = ρおよび CV,f = CV,s = CV を仮定し，
体積平均によって温度の局所平均化操作を行う 4)．
以上のようにして定義される T に基づいて混合流体

の熱流束を評価するために，提案した手法では qj を以
下のようにモデル化する 4)．

qj = −
∑

k

φkλk
∂Tk

∂xj

≈ −

(∑
k

φkλk

)
∂T

∂xj
= −λ

∂T

∂xj
(7)

ここで，λk は相 kの熱伝導率，λは体積平均された混
合流体の熱伝導率である．このように，qj についても
T を用いたモデル化を行うため，流体と固体で物性値
が大きく異なる問題については，計算結果の妥当性を
検証する必要がある．
本研究において固体は変形せず，ui から流体側に生

じる応力のみを評価するために，混合流体の応力 σij を
以下のようにモデル化する 4)．

σij =
∑

k

φkσk,ij ≈ −pδij + τij (8)

τij ≈ µf

(
∂ui

∂xj
+

∂uj

∂xi

)
− 2

3
µf

∂um

∂xm
δij (9)

ここで，δij はクロネッカーのデルタ，pは混合流体の
圧力である．この pについては特別な平均化操作は行

わない．また，τij は混合流体の粘性応力，µf は流体の
粘性係数を表す．
提案した手法 4)では，固体内部において圧力と温度
は相互に影響を及ぼさず，固体内部の圧力は固体周辺
の流れが妥当に計算されるように設定すればよい．し
たがって，本研究では固体のみを含む計算格子におい
ては状態方程式による pの更新は行わない．一方，流
体 (理想気体)を含む計算格子において ρ，T から pを
計算する場合には，以下の状態方程式を用いる．

p = (γf − 1)ρfCV,fT (10)

ここで，γf は流体の比熱比である．なお，本研究では
初期状態において ρf = ρs を仮定し，式 (10)の ρf に
は ρをそのまま用いる．

(3) 計算手順
提案した手法 4) では，TCUP法 13) と同様に基礎方
程式の各項を分離して部分段階的に変数を更新してい
く．以降はTCUP法に倣い，各計算段階を移流，拡散，
音響フェイズと呼ぶこととし，各フェイズにおける時
間進行式と主な計算内容を以下に示す．なお，移流，音
響フェイズの計算内容は既報 4)と同様であるが，拡散
フェイズについては内部エネルギー式 (3) の右辺で発
熱項を考慮している点が既報 4) と異なる．

a) 移流フェイズ

∂ρ

∂t

∣∣∣∣
Adv

+
∂(ρuj)
∂xj

= 0 (11)

∂(ρui)
∂t

∣∣∣∣
Adv

+
∂(ρuiuj)

∂xj
= 0 (12)

∂(ρe)
∂t

∣∣∣∣
Adv

+
∂(ρeuj)

∂xj
= 0 (13)

移流フェイズの時間進行式は保存形で表される上記
の移流方程式である．これらを有限体積法に基づいて
離散化し，Euler陽解法を用いて移流フェイズ通過後の
値，ρ∗，(ρui)∗，(ρe)∗を計算する．なお，移流項の計
算には３次精度のMUSCL型TVDスキーム 14)を用い
た．固体が流れ場に与える影響を考慮するため，計算
された (ρui)∗ から u∗

i を以下のように計算する．

u∗
i =

1
ρ∗

[φf (ρui)∗ + φsρsus,i] (14)

なお，本研究で固体は変形せず静止しており，us,i = 0
である．流体を含む計算格子では，式 (10)から p∗を計
算し，固体のみを含む計算格子では p∗ = pn とする．
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b) 拡散フェイズ

∂ρ

∂t

∣∣∣∣
Diff

= 0 (15)

∂(ρui)
∂t

∣∣∣∣
Diff

=
∂τij

∂xj
(16)

∂(ρe)
∂t

∣∣∣∣
Diff

= τij
∂ui

∂xj
− ∂qj

∂xj
+ Q (17)

拡散フェイズの時間進行式は上記の３式である．本研
究では固体が発熱する条件で計算を行うため，式 (17)
の右辺に発熱項Qを新たに加えた．上記の３式から拡
散フェイズ通過後の値，u∗∗

i ，T ∗∗を陽的に計算する．な
お，u∗∗

i を計算する際には，式 (14)と同様の局所平均
化操作を行う．また，T ∗∗ の計算には，式 (15)，(16)，
(17) から導かれる以下の式を用いる．

ρ∗CV (T ∗∗ − T ∗)
∆t

=
∂(τ∗

iju
∗
i )

∂xj
−

∂q∗j
∂xj

−ρ∗(u∗∗2
i − u∗2

i )
2∆t

+ Q (18)

ここで，∆tは計算の時間刻み幅である．
計算領域内に温度一定の固体がある場合には，以下

に示される温度の平均化操作を行う．

T ∗∗ = φf

(
T ∗ +

∆t

ρ∗CV
Θ∗∗

)
+ φscTs (19)

ここで，Θ∗∗ は式 (18)の右辺を表し，φsc は温度一定
の固体が計算格子に占める体積割合，Tsは温度一定の
固体の温度である．なお，温度一定の固体では Q = 0
とする．
c) 音響フェイズ

∂ρ

∂t

∣∣∣∣
Acous

= 0 (20)

∂(ρui)
∂t

∣∣∣∣
Acous

= − ∂p

∂xi
+ ρgi (21)

∂(ρe)
∂t

∣∣∣∣
Acous

= −p
∂ui

∂xi
(22)

音響フェイズでは，音速に基づく CFL条件を緩和す
るために，圧力項による変数の変化を陰的に計算する．
まず，CCUP法 12) や TCUP法 13) で用いられる以下
の式から次ステップの圧力 pn+1 を計算する．

1
ρ∗∗(Cs∗∗)2

pn+1 − p∗∗

∆t

= − ∂

∂xi

(
− 1

ρ∗∗
∂pn+1

∂xi
∆t + u∗∗

i

)
(23)

ここで，Csは音速を表し，Cs =
√

(γfp)/ρである．式
(23)を離散化し，pn+1の連立一次方程式をBi-CGSTAB
法 15) で解いた．
式 (15)，(20)より，拡散および音響フェイズにおい
て密度は変化せず，ρn+1 = ρ∗∗ = ρ∗が成り立つ．この
ように，提案した手法では保存形の質量保存則を有限
体積法で離散化して計算された ρ∗ を最終的な密度とし
て利用することで質量保存則が高精度に満足される．

3. 鉛直配置された温度一定の高温水平２円
柱周りの自然対流

本研究では，栗山ら 5)が行った実験結果に提案した
手法を適用した．なお，計算は全て２次元で行った．栗
山ら 5)の実験では，室温の空気よりも高い温度で一定
に保たれた水平円柱を鉛直方向に２本並べ，円柱間の
距離が対流に与える影響について検討が行われている．
図–2に計算領域を示す．円柱の直径 2Rに対する円
柱の中心間距離 Lp の比，Lp/(2R)は，栗山ら 5) の実
験と同様に 2.0および 3.0として，それぞれのケースに
ついて計算を行った．なお，円柱の直径についても栗
山ら 5) の実験と同様に 1.50 × 10−2 [m]とした．
円柱の温度 Thは 333.15 [K]で一定とし，栗山ら 5)の
実験における円柱の温度 60 [◦C]と同様の条件を与えた．
流体の初期温度 T0は 293.15 [K]とした．流速の境界条
件として，左右側面と底部の境界には non-slip条件，上
部境界には開放条件を与えた．温度の境界条件として，
左右側面と底部の境界に温度一定 (Tc = 293.15 [K])の
条件，上部境界については勾配 0の条件を与えた．
流体は理想気体とし，プラントル数 Pr は 0.72，比
熱比 γf は 1.4，初期状態でのレイリー数 Raは栗山ら
5) の実験と同様に 1.10 × 104 とした．なお，レイリー
数は以下のように算出した．

図–2 計算領域と水平２円柱の配置
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図–3 円柱周りの計算格子

Ra =
gβ(Th − Tc)(2R)3

ν0α0
(24)

ここで，β は体膨張係数，ν0，α0 はそれぞれ初期状態
の動粘性係数と熱拡散率である．なお，流体は理想気
体であり，β は 1/T0 である．
固体の温度が一定に保たれている場合，固体内で熱

の移動は発生しないため，固体の物性値が流体の温度
分布に与える影響は無視できると考えられる．したがっ
て，本研究では，温度一定の高温円柱の物性値は初期
状態の流体と同じとし，式 (19)で表される温度の平均
化操作を行うことで固体の温度を考慮することとした．
なお，本計算において式 (3)の Qは 0とした．
計算格子数は既報 16)で行った温度一定の高温円柱周

りの自然対流計算を参考に設定を行い，各方向に対し
て 1120× 960とし，図–3に示されるように円柱の直径
を 80分割するように計算格子を設定した．本研究では，
計算時間短縮のため flat MPI17)を用いた領域分割法に
よる並列計算手法を利用し，並列プロセス数を各方向
に 7 × 6，合計 42並列で計算を行った．なお，計算は
京都大学のスーパーコンピュータを利用して行った．
計算された各時刻における円柱周りの無次元温度 Φ

の等温線と流速ベクトルを図–4と図–5に示す．なお，
無次元温度 Φは Φ = (Th − T )/(Th − Tc)と与えられ
る．また，図–4と図–5において，等温線は Φ = 0.1か
らΦ = 0.9まで 0.2間隔で引かれており，流速ベクトル
は間引いて 16点毎に出力されている．図–4と図–5 に
示されるように，計算開始と共に各円柱から対流が発
達していく状況が確認できる．高温水平円柱を鉛直方
向に並べた場合，下部円柱から生じた上昇流によって
上部円柱周りの流れが加速されることが栗山ら 5)の実
験によって示されている．本研究においても，図–4 (c)
や図–5 (c) に示されるように，下部円柱周りに比べて，
上部円柱周りで強い上昇流が発生しており，鉛直に配

列された高温水平２円柱周りにおける対流の傾向が再
現された．
図–6に計算および栗山ら 5)の実験における定常状態
の等温線を示す．なお，栗山ら 5)の実験結果を表す図–6

の右図では，温度を t，円柱の温度を tw，空気の基準温
度を t∞としている．図–6に示されるように，Lp/(2R)
が 2.0の場合は，Φが 0.5，0.7，0.9，Lp/(2R)が 3.0の
場合は，Φが 0.7と 0.9の等温線が２円柱にまたがる傾
向が計算と実験で一致している．提案した手法では，円
柱に対する格子サイズが計算精度に大きく影響するが，
本計算条件に対しては円柱の直径を 80程度に分割する
格子サイズを用いて２円柱間の距離の影響を反映した
概ね妥当な等温線が得られることを確認した．

(a) t = 0.45 [s]

(b) t = 0.675 [s]

(c) t = 4.5 [s]

無次元温度 Φ の等温線間隔は 0.2，流速ベクトルは 16 点毎

図–4 各時刻における円柱周りの等温線と流速ベクトル
(Lp/(2R) = 2.0)
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(a) t = 0.45 [s] (b) t = 0.675 [s]

(c) t = 4.5 [s]

無次元温度 Φ の等温線間隔は 0.2，流速ベクトルは 16 点毎

図–5 各時刻における円柱周りの等温線と流速ベクトル
(Lp/(2R) = 3.0)

(a) Lp/(2R) = 2.0

(b) Lp/(2R) = 3.0

図–6 定常状態における高温２円柱周りの等温線 (左：計算
結果，右：実験結果 5))

表–1 対流が十分に発達した時刻 (t = 4.5 [s]) における
Ca,max，Cu,max，Dmax

Lp/(2R) 2.0 3.0

Ca,max 2.93 × 102 2.93 × 102

Cu,max 0.19 0.21

Dmax 0.33 0.33

対流が十分発達した時刻での音速に基づくクーラン
数 Ca，移流に対するクーラン数 Cu，熱伝導方程式に
おける拡散数Dについて，それぞれの最大値を表–1に
示す．ここで，Ca，Cu，Dは以下のように表される．

Ca = max
{
|u1| + Cs

∆x1
∆t,

|u2| + Cs

∆x2
∆t

}
(25)

Cu =
|u1|
∆x1

∆t +
|u2|
∆x2

∆t (26)

D =
∆x2

1 + ∆x2
2

∆x2
1∆x2

2

λ

ρCV
∆t (27)

ここで，∆xi は各方向の計算格子幅である．提案した
計算手法では圧力計算を陰的に行い，適切な手順で各
変数を更新することで，音速に基づく CFL条件を緩和
する．したがって，表–1に示されるように Ca,maxが 1
を越える場合でも安定に計算を行うことができる．な
お，Ca,maxが 1を越えるような大きな時間刻み幅を設
定した場合，空間を音速で伝わる圧力変動の計算精度
は低下する．しかし，熱対流においてこの圧力変動の
伝搬による密度変化が計算結果に与える影響は小さく，
Ca,maxの値によって得られる温度分布に大きな差がな
いことを既報 4)で確認している．以上のように，本研
究では Ca,maxが 1を越える場合でも安定に計算を行え
る一方で，移流，拡散項の計算段階では陽的な計算を
行って変数を更新するため，Cu,max，Dmaxについては
それぞれ 1および 0.5 より小さくなるように∆tを設定
する必要がある 4)．
提案した計算手法では，保存形式の移流方程式を解
いて密度を計算することで，質量保存則を高精度に満
足させる．これを確認するために，ある時刻 t′ におけ
る質量保存則の誤差Merr を以下のように定義する．

Merr =
|m0 − mt′ − ma|

m0
(28)

ここで，m0，mt′ は初期状態と時刻 t′における計算領
域内の流体の質量総和，maは時刻 t′までに上部境界か
ら流入出した流体質量 (流出が正) の総和である．この
ようにして定義されるMerr について，Lp/(2R) = 2.0
の t = 4.5 [s]での値を確認したところ，1.0 × 10−14以

I_184



下となっており，質量保存則が十分に満足されている
ことを確認した．流体の非圧縮性を仮定した解法では
一般的に密度を温度の関数として表すため，計算中に
質量の保存性が保証されないが，保存形式で表される
圧縮性流体の基礎式を解く本手法では，質量保存則が
高精度に満足されるという利点がある．

4. 鉛直配置された発熱水平２円柱周りの自
然対流

温度一定の高温円柱を発熱円柱に変えて同様の計算
を行った．なお，Lp/(2R)は 2.0とした．円柱の発熱
条件としては，円柱が計算格子内に占める体積割合 φs，
円柱の内部発熱量Qsを用いて，式 (3)でQ = φsQsを
与えた．なお，Qs は 6.0 × 104 [W/m3]とした．円柱
は熱伝導性を有し，円柱と流体の熱伝導率 λs，λf につ
いて λs/λf = 1.0，5.2 として２ケースの計算を行った．
円柱の密度，比熱については，初期状態の流体と同じ
とした．
円柱の熱伝導率を変えた各ケースについて，無次元

温度 Φ′ の等温線の時間変化を図–7と図–8に示す．こ
こで，Φ′は各ケースの各時刻における固体内の温度の
最大値 Tmaxを用いて Φ′ = (Tmax − T )/(Tmax − Tc)と
表される．図–7と図–8に示されるように，発熱固体に
よって周囲の流体が加熱され，温度一定の高温固体の
場合と同様に，それぞれの円柱から自然対流が発達し
ていく状況が計算された．一方，発熱固体の場合は固
体内部の熱伝導が考慮されるため，温度一定の高温固
体の場合とは異なり，固体内部にも温度分布が生じた．
固体の熱伝導率が温度分布に与える影響について検

討するために，対流が十分発達した時刻 (λs/λf = 1.0
では 20 [s]，λs/λf = 5.2 では 6 [s]) における水平方
向の中央断面での無次元温度分布を図–9に示す．なお，

(a) t = 1.0 [s]

(Tmax = 335.1 [K])

(b) t = 20.0 [s]

(Tmax = 353.3 [K])

図–7 発熱２円柱周りの等温線の時間変化 (λs/λf = 1.0)

(無次元温度 (Φ∗ = (Tmax −T )/(Tmax −Tc)) の等温線間隔は 0.1)

(a) t = 0.9 [s]

(Tmax = 319.0 [K])

(b) t = 6.0 [s]

(Tmax = 327.0 [K])

図–8 発熱２円柱周りの等温線の時間変化 (λs/λf = 5.2)

(無次元温度 (Φ∗ = (Tmax −T )/(Tmax −Tc)) の等温線間隔は 0.1)

図–9 水平方向の中央断面における無次元温度分布の比較

λs/λf = 1.0，5.2に対し，対流が十分発達した時刻に
おける Tmaxはそれぞれ 353.3，327.0 [K]となった．ま
た，図–9において，x′

2は鉛直方向の無次元座標成分を
表し，下部円柱の中心点座標の鉛直方向成分XC,2を用
いて x′

2 = (x2 − XC,2)/Rと与えられる．図–9に示さ
れるように λs/λf = 5.2の場合，円柱内部で温度勾配
が小さく，また，内部の温度が全体的に低くなる傾向
が得られた．円柱の熱伝導率が高いほど円柱内部から
流体へ熱が伝わりやすくなるため，この結果は妥当な
ものであると考えられる．また，λs/λf = 5.2の場合，
円柱内部で鉛直方向に対する等温線の非対称性が強く
なる結果となった．円柱の熱伝導率が高いほど円柱か
ら流体へ熱が伝わりやすく，円柱周りでより発達した
自然対流が発生する．その結果，周囲流体によって冷
却される円柱下部と高温流体が淀む円柱上部との温度
差が大きくなったと考えられる．

5. 結言

本研究では，著者らが提案した圧縮性流体と固体の
熱連成計算手法を鉛直配置された高温および発熱水平
２円柱周りの自然対流に適用した．温度一定の高温円

I_185



柱の場合，等温線について既往の実験結果と同様の傾
向が得られ，円柱間の距離による温度分布の違いが再
現された．発熱円柱の場合では，混合流体のエネルギー
式に発熱項を加え，固体の熱伝導率を変えて計算を行っ
た．その結果，円柱の熱伝導率や周囲の対流の状況を
反映した妥当な温度分布が得られることを確認した．
今後の課題としては，流体と固体間で密度や比熱が

異なる場合の適用限界や輻射のモデル化手法の検討な
どが挙げられる．

謝辞： 本研究は JSPS科研費 JP16K17552の助成を
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